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議案第７９号 

   佐野市手数料条例の改正について 

 佐野市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定めます。 

  令和５年６月２日提出 

佐野市長 金 子  裕   

   佐野市手数料条例の一部を改正する条例 

 佐野市手数料条例（平成１７年佐野市条例第６６号）の一部を次のように

改正する。 

 別表建築関係手数料の部の表第１２号の項の次に次の１項を加える。 

(12)の２ 法第５

２条第６項第３

号の規定による

認定 

建築物の容積率の認定申請手数

料 

申請１件につき 

２７,０００円 

 

 別表建築関係手数料の部の表第１８号の項中「第５５条第３項各号」を

「第５５条第３項又は第４項各号」に改め、同表第２０号の２の項の次に次

の１項を加える。 

(20)の３ 法第５

８条第２項の規

定による許可 

建築物の高さの特例許可申請手

数料 

申請１件につき 

１６０,０００円 

 別表建築関係手数料の部の表第３６号の項中「建築認定申請手数料」を 

「新築又は一敷地内認定建築物の増築等の認定申請手数料」に改め、同項の

表中「建築物（」の次に「増築等を行わない」を加え、同部の表第３７号の

項中「又は一敷地内許可建築物以外」を「以外の建築物の新築若しくは一敷

地内認定建築物の増築等又は一敷地内許可建築物以外の建築物の新築若しく

は一敷地内許可建築物の増築等」に改め、同項の表中「建築物（」及び「又

は」の次に「増築等を行わない」を加え、同部の表第４４号の項中第１号ア

(イ)を削り、同号ア(ウ)中「一の建築物全体に係る申請（(ア)及び(イ)に掲

げる申請を除く。）」を「(ア)に掲げる申請以外の申請」に改め、「（共用部分

を計算しない評価方法（低炭素建築物誘導基準であって、市長が指定するも

のをいう。以下この項及び次項において同じ。）を用いる場合にあっては、

ｂに掲げる金額を除く。）」を削り、同号ア(ウ)を同号ア(イ)とし、同号イ
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(イ)を削り、同号イ(ウ)中「一の建築物全体に係る申請（(ア)及び(イ)に掲

げる申請を除く。）」を「(ア)に掲げる申請以外の申請」に改め、「（共用部分

を計算しない評価方法を用いる場合にあっては、ｂに掲げる金額を除く。）」

を削り、同号イ(ウ)を同号イ(イ)とし、同表第４５号の項中第１号ア(イ)を

削り、同号ア(ウ)中「一の建築物全体に係る申請（(ア)及び(イ)に掲げる申

請を除く。）」を「(ア)に掲げる申請以外の申請」に改め、「（共用部分を計算

しない評価方法を用いる場合にあっては、ｂに掲げる金額を除く。）」を削り、

同号ア(ウ)a 中「前項第１号ア(ウ)a」を「前項第１号ア(イ)a」に改め、同

号ア(ウ)ｂ中「前項第１号ア(ウ)ｂ」を「前項第１号ア(イ)ｂ」に改め、同

号ア(ウ)ｃ中「前項第１号ア(ウ)ｃ」を「前項第１号ア(イ)ｃ」に改め、同

号ア(ウ)ｄ中「前項第１号ア(ウ)」を「前項第１号ア(イ)」に改め、同号ア

(ウ)を同号ア(イ)とし、同号イ(イ)を削り、同号イ(ウ)中「一の建築物全体

に係る申請（(ア)及び(イ)に掲げる申請を除く。）」を「(ア)に掲げる申請以

外の申請」に改め、「（共用部分を計算しない評価方法を用いる場合にあって

は、ｂに掲げる金額を除く。）」を削り、同号イ(ウ)a 中「前項第１号イ

(ウ)a」を「前項第１号イ(イ)a」に改め、同号イ(ウ)ｂ中「前項第１号イ

(ウ)ｂ」を「前項第１号イ(イ)ｂ」に改め、同号イ(ウ)ｃ中「前項第１号イ

(ウ)ｃ」を「前項第１号イ(イ)ｃ」に改め、同号イ(ウ)ｄ中「前項第１号イ

(ウ)ｄ」を「前項第１号イ(イ)ｄ」に改め、同号イ(ウ)e 中「前項第１号イ

(ウ)」を「前項第１号イ(イ)」に改め、同号イ(ウ)を同号イ(イ)とし、同表

第５０号の項中第１号ア(イ)を削り、同号ア(ウ)中「一の建築物全体に係る

申請（(ア)及び(イ)に掲げる申請を除く。）」を「(ア)に掲げる申請以外の申

請」に改め、同号ア(ウ)ｂ中「部分」の次に「（共用部分を計算しない評価

方法（建築物エネルギー消費性能誘導基準であって、市長が指定するものを

いう。）を用いる場合にあっては、共用部分の床面積を控除した面積により

算定する。イ(イ)b において同じ。）」を加え、同号ア(ウ)を同号ア(イ)とし、

同号イ(イ)を削り、同号イ(ウ)中「一の建築物全体に係る申請（(ア)及び

(イ)に掲げる申請を除く。）」を「(ア)に掲げる申請以外の申請」に改め、同

号イ(ウ)を同号イ(イ)とし、同表第５１号の項中第１号ア(ウ)及び(エ)を削

り、同号ア(オ)中「一の建築物全体に係る申請（(ア)から(エ)までに掲げる

申請を除く。）」を「(ア)及び(イ)に掲げる申請以外の申請」に改め、同号ア
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(オ)a 中「前項第１号ア(ウ)a」を「前項第１号ア(イ)a」に改め、同号ア

(オ)ｂ中「前項第１号ア(ウ)ｂ」を「前項第１号ア(イ)ｂ」に改め、同号ア

(オ)ｃ中「前項第１号ア(ウ)ｃ」を「前項第１号ア(イ)ｃ」に改め、同号ア

(オ)ｄ中「前項第１号ア(ウ)」を「前項第１号ア(イ)」に改め、同号ア(オ)

を同号ア(ウ)とし、同号イ(ウ)及び(エ)を削り、同号イ(オ)中「一の建築物

全体に係る申請（(ア)から(エ)までに掲げる申請を除く。）」を「(ア)及び

(イ)に掲げる申請以外の申請」に改め、同号イ(オ)a 中「前項第１号イ

(ウ)a」を「前項第１号イ(イ)a」に改め、同号イ(オ)ｂ中「前項第１号イ

(ウ)ｂ」を「前項第１号イ(イ)ｂ」に改め、同号イ(オ)ｃ中「前項第１号イ

(ウ)ｃ」を「前項第１号イ(イ)ｃ」に改め、同号イ(オ)ｄ中「前項第１号イ

(ウ)ｄ」を「前項第１号イ(イ)ｄ」に改め、同号イ(オ)e 中「前項第１号イ

(ウ)」を「前項第１号イ(イ)」に改め、同号イ(オ)を同号イ(ウ)とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の別表建築関係手数料の部の表の規定は、この条

例の施行の日以後に申請するものについて適用し、同日前に申請したもの

については、なお従前の例による。 

 

 

理 由 

  建築基準法等の改正に伴い建築関係手数料を改め、及び所要の規定を整

備するため本条例を改正したいので提案するものです。 
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議案第７９号参考資料 

佐野市手数料条例の改正案 新旧対照表 

現       行 改   正   案 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

（表略） （表略） 

建築関係手数料 建築関係手数料 

（表略） （表略） 

手数料を徴収する事

務 
手数料の名称及び区分 金額 

（略） （略） （略） 

 

 

 

 

（略） （略） （略） 

(18) 法第55条第

３項各号の規定

による許可 

 

建築物の高さの許可申請手数料 申請１件につき 

160,000円 

（略） （略） （略） 

 

 

 

手数料を徴収する事

務 
手数料の名称及び区分 金額 

（略） （略） （略） 

(12)の２ 法第52

条第６項第３号

の規定による認

定 

建築物の容積率の認定申請手数料 申請１件につき 

27,000円 

 

（略） （略） （略） 

(18) 法第55条第

３項又は第４項

各号の規定によ

る許可 

建築物の高さの許可申請手数料 申請１件につき 

160,000円 

（略） （略） （略） 

(20)の３ 法第58

条第２項の規定

による許可 

建築物の高さの特例許可申請手数料 申請１件につき 

160,000円 
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（略） （略） （略） 

(36) 法第86条の

２第１項の規定

による認定 

一敷地内認定建築物以外の建築物の建築認定申請手数料 

 

 建築物（一敷地内認定建築物を

除く。以下次項において同 

じ。）の数が１である場合 

 

申請１件につき 

78,000円 

 

 （略） （略）  

 

(37) 法第86条の

２第２項又は第

３項の規定によ

る許可 

一敷地内認定建築物又は一敷地内許可建築物以外の特例許可申

請手数料 

 

 建築物（一敷地内認定建築物又

は一敷地内許可建築物を除く。

以下次項において同じ。）の数

が１である場合 

 

申請１件につき 

238,000円 

 

 （略） （略）  

 

（略） （略） （略） 

(44) 都市の低炭

素化の促進に関 

低炭素建築物新築等計画（都市低炭素化促進法第53条第１項に規

定する低炭素建築物新築等計画をいう。以下この表において 

（略） （略） （略） 

(36) 法第86条の

２第１項の規定

による認定 

一敷地内認定建築物以外の建築物の新築又は一敷地内認定建築

物の増築等の認定申請手数料 

 建築物（増築等を行わない一敷

地内認定建築物を除く。以下次

項において同じ。）の数が１で

ある場合 

申請１件につき 

78,000円 

 

 （略） （略）  

 

(37) 法第86条の

２第２項又は第

３項の規定によ

る許可 

一敷地内認定建築物以外の建築物の新築若しくは一敷地内認定

建築物の増築等又は一敷地内許可建築物以外の建築物の新築若

しくは一敷地内許可建築物の増築等の特例許可申請手数料 

 建築物（増築等を行わない一敷

地内認定建築物又は増築等を行

わない一敷地内許可建築物を除

く。以下次項において同じ。）

の数が１である場合 

申請１件につき 

238,000円 

 

 （略） （略）  

 

（略） （略） （略） 

(44) 都市の低炭

素化の促進に関 

低炭素建築物新築等計画（都市低炭素化促進法第53条第１項に規

定する低炭素建築物新築等計画をいう。以下この表において 
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する法律（平成 

24年法律第84 

号。以下この表

において「都市 

低炭素化促進 

法」という。） 

第53条第１項の

規定による申請

に対する審査 

同じ。）に関する認定申請手数料 

(１) 低炭素建築物新築等計画の認定の申請に対する審査 

次に掲げる区分に応じた金額 

ア 当該低炭素建築物新築等計画が都市低炭素化促進法第 

54条第１項第１号に掲げる基準（以下この項において 

「低炭素建築物誘導基準」という。）に適合する旨を証

する書類（品確法第５条第１項に規定する登録住宅性能

評価機関又は建築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る法律（平成27年法律第53号。以下この表において「建

築物エネルギー消費性能向上法」という。）第15条第１

項に規定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関が

交付したものに限る。次項において同じ。）の添付があ

った場合 

(ア) （略） 

(イ) 共同住宅等の住宅部分に係る申請 

 申請に係る住戸の数 申請１件につき  

 １戸 4,000円  

 １戸を超え５戸以下 9,000円  

 ５戸を超え10戸以下 15,000円  

 10戸を超え25戸以下 25,000円  

 25戸を超え50戸以下 43,000円  

 50戸を超え100戸以下 77,000円  

する法律（平成 

24年法律第84 

号。以下この表

において「都市 

低炭素化促進 

法」という。） 

第53条第１項の

規定による申請

に対する審査 

同じ。）に関する認定申請手数料 

(１) 低炭素建築物新築等計画の認定の申請に対する審査 

次に掲げる区分に応じた金額 

ア 当該低炭素建築物新築等計画が都市低炭素化促進法第 

54条第１項第１号に掲げる基準（以下この項において 

「低炭素建築物誘導基準」という。）に適合する旨を証

する書類（品確法第５条第１項に規定する登録住宅性能

評価機関又は建築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る法律（平成27年法律第53号。以下この表において「建

築物エネルギー消費性能向上法」という。）第15条第１

項に規定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関が

交付したものに限る。次項において同じ。）の添付があ

った場合 

(ア) （略） 
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 100戸を超え200戸以下 121,000円  

 200戸を超えるもの 153,000円  

(ウ) 一の建築物全体に係る申請（(ア)及び(イ)に掲げ 

る申請を除く。） 次のａからｃまでに掲げる金額 

（共用部分を計算しない評価方法（低炭素建築物誘導

基準であって、市長が指定するものをいう。以下この 

項及び次項において同じ。）を用いる場合にあって 

は、ｂに掲げる金額を除く。）を合計した金額 

a ～ c （略） 

イ ア以外の場合 

(ア) （略） 

(イ) 共同住宅等の住宅部分に係る申請 

 申請に係る住戸の数 申請１件につき  

 １戸 33,000円  

 １戸を超え５戸以下 66,000円  

 ５戸を超え10戸以下 93,000円  

 10戸を超え25戸以下 130,000円  

 25戸を超え50戸以下 187,000円  

 50戸を超え100戸以下 268,000円  

 100戸を超え200戸以下 363,000円  

    

    

(イ) (ア)に掲げる申請以外の申請 次のａからｃまで

に掲げる金額を合計した金額 

 

 

 

 

a ～ c （略） 

イ ア以外の場合 

(ア) （略） 
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 200戸を超えるもの 476,000円  

(ウ) 一の建築物全体に係る申請（(ア)及び(イ)に掲げ 

る申請を除く。） 次のａからｄまでに掲げる金額 

（共用部分を計算しない評価方法を用いる場合にあっ

ては、ｂに掲げる金額を除く。）を合計した金額 

a ～ d （略） 

(２) （略） 

(45) 都市低炭素

化促進法第55条

第１項の規定に

よる変更の認定

に対する審査 

低炭素建築物新築等計画の変更に関する認定申請手数料 

(１) 低炭素建築物新築等計画の変更の認定の申請に対する

審査 次に掲げる区分に応じた金額 

ア 当該低炭素建築物新築等計画の変更が都市低炭素化促

進法第55条第２項において準用する都市低炭素化促進法

第54条第１項第１号に掲げる基準に適合する旨を証する

書類の添付があった場合 

(ア) （略） 

(イ) 共同住宅等の低炭素建築物新築等計画の認定を受

けた住宅部分に係る申請 申請１件につき前項第１号

ア(イ)に規定する金額の２分の１に相当する金額 

(ウ) 一の建築物全体に係る申請（(ア)及び(イ)に掲げ

る申請を除く。） 申請１件につき次のａからｄまで

に掲げる金額（共用部分を計算しない評価方法を用い

る場合にあっては、ｂに掲げる金額を除く。）を合計

した金額 

    

(イ) (ア)に掲げる申請以外の申請 次のａからｄまで

に掲げる金額を合計した金額 

 

 

a ～ d （略） 

(２) （略） 

(45) 都市低炭素

化促進法第55条

第１項の規定に

よる変更の認定

に対する審査 

低炭素建築物新築等計画の変更に関する認定申請手数料 

(１) 低炭素建築物新築等計画の変更の認定の申請に対する

審査 次に掲げる区分に応じた金額 

ア 当該低炭素建築物新築等計画の変更が都市低炭素化促

進法第55条第２項において準用する都市低炭素化促進法

第54条第１項第１号に掲げる基準に適合する旨を証する

書類の添付があった場合 

(ア) （略） 

 

 

 

(イ) (ア)に掲げる申請以外の申請 申請１件につき次

のａからｄまでに掲げる金額を合計した金額 
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ａ 住宅部分（低炭素建築物新築等計画の認定を受け

た部分に限る。） 前項第１号ア(ウ)ａに規定する

金額の２分の１に相当する金額 

ｂ 共用部分（低炭素建築物新築等計画の認定を受け

た部分に限る。） 前項第１号ア(ウ)ｂに規定する

金額の２分の１に相当する金額 

ｃ 非住宅部分（低炭素建築物新築等計画の認定を受

けた部分に限る。） 前項第１号ア(ウ)ｃに規定す

る金額の２分の１に相当する金額 

ｄ ａ、ｂ及びｃ以外の住宅部分、共用部分及び非住

宅部分 前項第１号ア(ウ)に規定する金額 

イ ア以外の場合 

(ア) （略） 

(イ) 共同住宅等の低炭素建築物新築等計画の認定を受

けた住宅部分に係る申請 申請１件につき前項第１号

イ(イ)に規定する金額の２分の１に相当する金額 

(ウ) 一の建築物全体に係る申請（(ア)及び(イ)に掲げ

る申請を除く。） 申請１件につき次のａからｅまで

に掲げる金額（共用部分を計算しない評価方法を用い

る場合にあっては、ｂに掲げる金額を除く。）を合計

した金額 

ａ 住宅部分（低炭素建築物新築等計画の認定を受け

た部分に限る。） 前項第１号イ(ウ)ａに規定する

ａ 住宅部分（低炭素建築物新築等計画の認定を受け

た部分に限る。） 前項第１号ア(イ)ａに規定する

金額の２分の１に相当する金額 

ｂ 共用部分（低炭素建築物新築等計画の認定を受け

た部分に限る。） 前項第１号ア(イ)ｂに規定する

金額の２分の１に相当する金額 

ｃ 非住宅部分（低炭素建築物新築等計画の認定を受

けた部分に限る。） 前項第１号ア(イ)ｃに規定す

る金額の２分の１に相当する金額 

ｄ ａ、ｂ及びｃ以外の住宅部分、共用部分及び非住

宅部分 前項第１号ア(イ)に規定する金額 

イ ア以外の場合 

(ア) （略） 

 

 

 

(イ) (ア)に掲げる申請以外の申請 申請１件につき次

のａからｅまでに掲げる金額を合計した金額 

 

 

 

ａ 住宅部分（低炭素建築物新築等計画の認定を受け

た部分に限る。） 前項第１号イ(イ)ａに規定する
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金額の２分の１に相当する金額 

ｂ 共用部分（低炭素建築物新築等計画の認定を受け

た部分に限る。） 前項第１号イ(ウ)ｂに規定する

金額の２分の１に相当する金額 

ｃ 非住宅部分（低炭素建築物新築等計画の認定を受

けた部分であって、モデル建物法を用いるものに限

る。） 前項第１号イ(ウ)ｃに規定する金額の２分

の１に相当する金額 

ｄ 非住宅部分（低炭素建築物新築等計画の認定を受

けた部分であって、標準入力法・主要室入力法を用

いるものに限る。） 前項第１号イ(ウ)ｄに規定す

る金額の２分の１に相当する金額 

ｅ ａ、ｂ、ｃ及びｄ以外の住宅部分、共用部分及び

非住宅部分 前項第１号イ(ウ)に規定する金額 

(２) （略） 

（略） （略） 

(50) 建築物エネ

ルギー消費性能

向上法第34条第

１項の規定によ

る申請に対する

審査 

建築物エネルギー消費性能向上計画（建築物エネルギー消費性

能向上法第34条第１項に規定する建築物エネルギー消費性能向

上計画をいう。以下この表において同じ。）に関する認定申請

手数料 

(１) 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定の申請に対

する審査 一の建築物ごとに次に掲げる区分に応じた金額

を算出して得た金額を合算した金額 

金額の２分の１に相当する金額 

ｂ 共用部分（低炭素建築物新築等計画の認定を受け

た部分に限る。） 前項第１号イ(イ)ｂに規定する

金額の２分の１に相当する金額 

ｃ 非住宅部分（低炭素建築物新築等計画の認定を受

けた部分であって、モデル建物法を用いるものに限

る。） 前項第１号イ(イ)ｃに規定する金額の２分

の１に相当する金額 

ｄ 非住宅部分（低炭素建築物新築等計画の認定を受

けた部分であって、標準入力法・主要室入力法を用

いるものに限る。） 前項第１号イ(イ)ｄに規定す

る金額の２分の１に相当する金額 

ｅ ａ、ｂ、ｃ及びｄ以外の住宅部分、共用部分及び

非住宅部分 前項第１号イ(イ)に規定する金額 

(２) （略） 

（略） （略） 

(50) 建築物エネ

ルギー消費性能

向上法第34条第

１項の規定によ

る申請に対する

審査 

建築物エネルギー消費性能向上計画（建築物エネルギー消費性

能向上法第34条第１項に規定する建築物エネルギー消費性能向

上計画をいう。以下この表において同じ。）に関する認定申請

手数料 

(１) 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定の申請に対

する審査 一の建築物ごとに次に掲げる区分に応じた金額

を算出して得た金額を合算した金額 
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ア 当該建築物エネルギー消費性能向上計画が建築物エネ

ルギー消費性能向上法第35条第１項第１号に掲げる基準

（以下この項及び次項において「建築物エネルギー消費 

性能誘導基準」という。）に適合する旨を証する書類 

（品確法第５条第１項に規定する登録住宅性能評価機関

又は建築物エネルギー消費性能向上法第15条第１項に規

定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関が交付し

たものに限る。次項において同じ。）の添付があった場

合 

(ア) （略） 

(イ) 共同住宅等に係る申請（共用部分を計算しない評 

価方法（建築物エネルギー消費性能誘導基準であっ

て、市長が指定するものをいう。）を用いる場合にあ

っては、共用部分の床面積を控除した面積により算定

する。(ウ)ｂ並びにイ(イ)及び(ウ)ｂにおいて同

じ。） 

 申請に係る床面積の合計 申請１件につき  

 300㎡未満 9,000円  

 300㎡以上2,000㎡未満 18,000円  

 2,000㎡以上5,000㎡未満 41,000円  

 5,000㎡以上 74,000円  

(ウ) 一の建築物全体に係る申請（(ア)及び(イ)に掲げ

る申請を除く。） 次のａからｃまでに掲げる金額を

ア 当該建築物エネルギー消費性能向上計画が建築物エネ

ルギー消費性能向上法第35条第１項第１号に掲げる基準

（以下この項及び次項において「建築物エネルギー消費 

性能誘導基準」という。）に適合する旨を証する書類 

（品確法第５条第１項に規定する登録住宅性能評価機関

又は建築物エネルギー消費性能向上法第15条第１項に規

定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関が交付し

たものに限る。次項において同じ。）の添付があった場

合 

(ア) （略） 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

    

(イ) (ア)に掲げる申請以外の申請 次のａからｃまで

に掲げる金額を合計した金額 
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合計した金額 

ａ （略） 

ｂ 共同住宅等の部分 

 

 

 

 

 （表略） 

ｃ （略） 

イ ア以外の場合 

(ア) （略）  

(イ) 共同住宅等（性能基準を用いるものに限る。）に

係る申請 

 申請に係る床面積の合計 申請１件につき  

 300㎡未満 63,000円  

 300㎡以上2,000㎡未満 100,000円  

 2,000㎡以上5,000㎡未満 180,000円  

 5,000㎡以上 250,000円  

(ウ) 一の建築物全体に係る申請（(ア)及び(イ)に掲げ

る申請を除く。） 次のａからｄまでに掲げる金額を

合計した金額 

 

ａ （略） 

ｂ 共同住宅等の部分（共用部分を計算しない評価方

法（建築物エネルギー消費性能誘導基準であって、

市長が指定するものをいう。）を用いる場合にあっ

ては、共用部分の床面積を控除した面積により算定

する。イ(イ)ｂにおいて同じ。） 

 （表略） 

ｃ （略） 

イ ア以外の場合 

(ア) （略）  

 

 

    

    

    

    

    

(イ) (ア)に掲げる申請以外の申請 次のａからｄまで

に掲げる金額を合計した金額 
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    a ～ d （略） 

(２) （略） 

(51) 建築物エネ

ルギー消費性能

向上法第36条第

１項の規定によ

る変更の認定に

対する審査 

建築物エネルギー消費性能向上計画の変更に関する認定申請手

数料 

(１) 建築物エネルギー消費性能向上計画の変更の認定の申

請に対する審査 一の建築物ごとに次に掲げる区分に応じ

た金額を算出して得た金額を合算した金額 

ア 当該建築物エネルギー消費性能向上計画の変更が建築

物エネルギー消費性能誘導基準に適合する旨を証する書

類の添付があった場合 

(ア)・(イ) （略） 

(ウ) 計画の認定を受けた共同住宅等に係る申請 申請

１件につき前項第１号ア(イ)に規定する金額の２分の

１に相当する金額 

(エ) 新たに追加する共同住宅等に係る申請 申請１件

につき前項第１号ア(イ)に規定する金額 

(オ) 一の建築物全体に係る申請（(ア)から(エ)までに

掲げる申請を除く。） 申請１件につき次のａからｄ

までに掲げる金額を合計した金額 

ａ 住宅部分（建築物エネルギー消費性能向上計画の 

認定を受けた部分に限り、ｂに掲げるものを除く。） 

  前項第１号ア(ウ)ａに規定する金額の２分の１に

相当する金額 

    a ～ d （略） 

(２) （略） 

(51) 建築物エネ

ルギー消費性能

向上法第36条第

１項の規定によ

る変更の認定に

対する審査 

建築物エネルギー消費性能向上計画の変更に関する認定申請手

数料 

(１) 建築物エネルギー消費性能向上計画の変更の認定の申

請に対する審査 一の建築物ごとに次に掲げる区分に応じ

た金額を算出して得た金額を合算した金額 

ア 当該建築物エネルギー消費性能向上計画の変更が建築

物エネルギー消費性能誘導基準に適合する旨を証する書

類の添付があった場合 

(ア)・(イ) （略） 

 

 

 

 

 

(ウ) (ア)及び(イ)に掲げる申請以外の申請 申請１件

につき次のａからｄまでに掲げる金額を合計した金額 

 

ａ 住宅部分（建築物エネルギー消費性能向上計画の 

認定を受けた部分に限り、ｂに掲げるものを除く。） 

 前項第１号ア(イ)ａに規定する金額の２分の１に

相当する金額 
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ｂ 共同住宅等の部分（建築物エネルギー消費性能向

上計画の認定を受けた部分に限る。） 前項第１号

ア(ウ)ｂに規定する金額の２分の１に相当する金額 

ｃ 非住宅部分（建築物エネルギー消費性能向上計画

の認定を受けた部分に限る。） 前項第１号ア(ウ)

ｃに規定する金額の２分の１に相当する金額 

ｄ ａ、ｂ及びｃ以外の住宅部分、共同住宅等の部分

又は非住宅部分 前項第１号ア(ウ)に規定する金額 

イ ア以外の場合 

(ア)・(イ) （略） 

(ウ) 計画の認定を受けた共同住宅等に係る申請 申請

１件につき前項第１号イ(イ)に規定する金額の２分の

１に相当する金額 

(エ) 新たに追加する共同住宅等に係る申請 申請１件

につき前項第１号イ(イ)に規定する金額 

(オ) 一の建築物全体に係る申請（(ア)から(エ)までに

掲げる申請を除く。） 申請１件につき次のａからｅ

までに掲げる金額を合計した金額 

ａ 住宅部分（建築物エネルギー消費性能向上計画の

認定を受けた部分であって、性能基準を用いるもの

に限り、ｂに掲げるものを除く。） 前項第１号イ

(ウ)ａに規定する金額の２分の１に相当する金額 

ｂ 共同住宅等の部分（建築物エネルギー消費性能向

ｂ 共同住宅等の部分（建築物エネルギー消費性能向

上計画の認定を受けた部分に限る。） 前項第１号

ア(イ)ｂに規定する金額の２分の１に相当する金額 

ｃ 非住宅部分（建築物エネルギー消費性能向上計画

の認定を受けた部分に限る。） 前項第１号ア(イ)

ｃに規定する金額の２分の１に相当する金額 

ｄ ａ、ｂ及びｃ以外の住宅部分、共同住宅等の部分

又は非住宅部分 前項第１号ア(イ)に規定する金額 

イ ア以外の場合 

(ア)・(イ) （略） 

 

 

 

 

 

(ウ) (ア)及び(イ)に掲げる申請以外の申請 申請１件

につき次のａからｅまでに掲げる金額を合計した金額 

 

ａ 住宅部分（建築物エネルギー消費性能向上計画の

認定を受けた部分であって、性能基準を用いるもの

に限り、ｂに掲げるものを除く。） 前項第１号イ

(イ)ａに規定する金額の２分の１に相当する金額 

ｂ 共同住宅等の部分（建築物エネルギー消費性能向
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上計画の認定を受けた部分であって、性能基準を用

いるものに限る。） 前項第１号イ(ウ)ｂに規定す

る金額の２分の１に相当する金額 

ｃ 非住宅部分（建築物エネルギー消費性能向上計画

の認定を受けた部分であって、モデル建物法を用い

るものに限る。） 前項第１号イ(ウ)ｃに規定する

金額の２分の１に相当する金額 

ｄ 非住宅部分（建築物エネルギー消費性能向上計画

の認定を受けた部分であって、標準入力法・主要室

入力法を用いるものに限る。） 前項第１号イ(ウ)

ｄに規定する金額の２分の１に相当する金額 

ｅ ａ、ｂ、ｃ及びｄ以外の住宅部分、共同住宅等の

部分又は非住宅部分 前項第１号イ(ウ)に規定する

金額 

 (２) （略） 

（略） （略） 
 

上計画の認定を受けた部分であって、性能基準を用

いるものに限る。） 前項第１号イ(イ)ｂに規定す

る金額の２分の１に相当する金額 

ｃ 非住宅部分（建築物エネルギー消費性能向上計画

の認定を受けた部分であって、モデル建物法を用い

るものに限る。） 前項第１号イ(イ)ｃに規定する

金額の２分の１に相当する金額 

ｄ 非住宅部分（建築物エネルギー消費性能向上計画

の認定を受けた部分であって、標準入力法・主要室

入力法を用いるものに限る。） 前項第１号イ(イ)

ｄに規定する金額の２分の１に相当する金額 

ｅ ａ、ｂ、ｃ及びｄ以外の住宅部分、共同住宅等の

部分又は非住宅部分 前項第１号イ(イ)に規定する

金額 

 (２) （略） 

（略） （略） 
 

(表略) (表略) 

 


